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移行期間
2023年10月
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欧州グリーンディールとCBAM

2000年 2010年 2020年 2030年 2050年2040年

EU排出量取引制度
(EUETS)

欧州は、持続的な社会経済成長を実現するため気候変動政策を重視し、成長戦略としての「欧州グリーンディール」にて、
2030年のGHG排出を1990年比で55%削減する目標を掲げ、2021年には関連する政策パッケージ「Fit for 55」を発表し
ました。

CBAM本格実施
2026年～

無償枠削減 2026年-

CN
達成

55%
削減Fit for 55

(2)カーボン・リーケージ対策＝CBAM導入

(1)EUETSの拡大

道路輸送に関する新たな ETS II 2027年～
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EUETSとカーボンリーケージ
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EU総排出権取引制度（EU ETS）とは、炭素排出枠の上限（キャップ）を設ける一方で、対象企業がその範囲内で排出

枠の売買（トレード）できるキャップ＆トレード制度。カーボンリーケージ対策として無償枠が設定されているため、排出量
減少効果に課題がありました。
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総炭素排出枠

Xt /年

キャップ

製造業者

総排出量が減少するよう、
キャップは毎年減少する。

EU ETSオークション:

トレード

p

q

売却

購入

排出枠の価格は需
要供給の法則によ
り決定される

無償枠 有償
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EUETS無償枠の段階的引き下げとCBAMの関係
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EUETSにおける無償排出枠は、GHG排出削減目標達成に向けて、2026年から2034年までの9年間で段階的に削減さ
れます。2034年には、全ての排出枠が有償となる見込みです。
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無償枠

国内生産にかかるEUETS上の炭素排出枠

97.5% 95.0% 90.0%
77.5%

51.5%
39.0%

26.5%
14.0%

2.5% 5.0% 10.0%
22.5%

48.5%
61.0%

73.5%
86.0%

100%

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

有償枠
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• CBAMは、EU域外から特定の製品をEU域内に輸入する際に、輸入者に、輸入製品に含まれるGHG排出量に応じ
た価格の負担を求めることで、EU域内外の製造業者の間に公平な価格競争条件を作り出す炭素価格システムです。

• 2026年本格実施に先立ち、2023年10月から移行期間が開始され、輸入者のＧＨＧ排出量報告が義務化されました。

CBAMコンセプト 導入スケジュール

対象品
（HSコードで特定）

EU
（野心的な炭素規制）

商品
原価

第三国製品

商品
原価

EUETS
炭素
価格

EU
市

場
に
お
け
る
商

品
価

格

商品
原価

輸入製品

第三国
（緩やかな炭素規制）

EU域内への輸入
域内製品

CBAM
コスト

EUへの輸入時に、 第三国
製品のGHG排出量に基づ
いたCBAM価格を課す

アルミニウム 肥料

セメント鉄鋼・鉄鋼製品 水素

電気
1 2 3

4 5 6

コスト負担開始

2026/1
本格実施

2023/10
移行期間

2025/1

本イメージは設計構想を現したもので正確には価格は図式と異なることもある点ご留意ください

CBAM企業登録

CBAM四半期報告（翌月末提出期限）

欧州の炭素国境調整措置（CBAM）
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EUETS無償枠の段階的引き下げとCBAMの関係
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CBAM規則では、カーボンリーケージ対策としてのEUETSの無料枠制度をCBAMへ段階的に移行するために、CBAM
対象セクターにおけるEUETSの無償排出枠を段階的に廃止しつつ、段階的にCBAMを導入することが明記されています。
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CBAMコスト賦課率

CBAMコストの段階的賦課

無償枠

国内生産にかかるEUETS上の炭素排出枠

97.5% 95.0% 90.0%
77.5%

51.5%
39.0%

26.5%
14.0%

2.5% 5.0% 10.0%
22.5%

48.5%
61.0%

73.5%
86.0%

100%

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034
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61.0%
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CBAMの今後の動き
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排出量の検証者の認定や検証方法を含むCBAM2026年本格導入後の運用については、移行期間中のCBAM四半期
報告を踏まえ、2025年以降に発表される見込みです。
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時期 本格実施に関する発表予定規則・プラットフォーム

2024年 申請者の企業登録及びCBAM レジストリに関する実施規則

2025年 その他以下の実施規則の発表

- 間接排出量

- 検証者による検証（ベリフィケーション）

- 検証者の認定

- 第三国において支払われた炭素価格

- 税関情報

- 大陸棚

- 平均ETS価格

- CBAM 申告書

- 算定方法

- 無償配布

2025年 CBAM証書の売上・買戻し用セントラル・プラットフォーム確立

導入スケジュール

コスト負担開始

2026/1
本格実施

2023/10
移行期間

2025/1

CBAM企業登録

CBAM四半期報告（翌月末提出期限）

移行期間中に発表予定の法令、等

CBAM対象品の拡大の見通し

 欧州委員会は移行期間が終わるまで（2025年末）に、回収したデータをもとに
CBAM対象品の拡大を検討

 特に有機化学品とポリマーをCBAM対象品に含めることを検討予定

 欧州委員会は、2030年までのCBAM対象品拡大のスケジュールについても計
画を策定する

再掲
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項目 EU CBAM UK CBAM

基準値 一回あたりの出荷におけるCBAM対象製品の取引価
格が合計で150ユーロを超えない場合は申告不要

365日間でのCBAM対象製品の取引価格が合計で
10,000ポンドを下回る場合は登録/申告不要

報告義務 移行期間中（2023年10月から2025年12月）は四半期
に一回、2026年の本格導入後のルールは2025年以
降に発表される見込み

導入初年度である2027年1月1日から12月31日は当
該年度を対象として年に一回、2028年1月1日以降は
四半期に一回

報告対象となる製
品

アルミニウム、電気、化学品、鉄鋼・鉄鋼製品
、セメント、肥料

アルミニウム、化学品、鉄鋼・鉄鋼製品、セメント、肥
料、ガラス、セラミック

報告対象となる
CO2間接排出量

電力に係る間接排出量のみが報告対象 電力に加えて、熱、蒸気及び冷却に係る間接排出量
も報告対象

納付方法 輸入量GHG排出量に応じたCBAM証書をプラット

フォーム上で購入することで負担（最終的に購入した
アカウント上の証書は5月31日までに償却される）

CBAM報告書を基に納付税額を算定、EU CBAMで
採用されているような証書購入は不要

欧州と英国における制度内容の相違点
現在公表されているUK CBAMの制度内容について、EU CBAMとの主な相違点は以下の通りとなります。ただし、当該
UK CBAMの制度内容については未確定であり、今後更新される可能性がある点に留意が必要となります。



2 影響を受ける企業と対応
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１

移行期間中のCBAM報告と情報の流れ
CBAM移行期間中のCBAM報告プラットホームでは、①欧州委員会、②各国のCBAM当局、③税関当局が、各データ
の情報交換できる体制が整備されています。

CBAM対象品の
欧州輸入者

欧州税関

CBAM当局

輸入情報の提供

EU委員会

EU第三国

• EU委員会からの指示に応
じて修正手順を開始

輸
入
申
告

CBAM対象品
の輸出者

• 輸入データに照らし合わせ
CBAM報告漏れをチェック

• CBAM報告の指標的評価

CBAM関連当局と情報の流れ

サプライヤー

ペナルティ

CBAM
移行レジストリ

輸入

2

3

4 

5

6
5

訂正に応じない場合等
はペナルティ賦課

報
告
&
指
示

確
認
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影響を受ける企業
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CBAM規則上、CBAM報告等の対応を履行する義務があるのは欧州輸入企業です。欧州域外に所在する輸出企業は、CBAMの法的
な義務は負いませんが、一方で、製造過程における排出量は輸出者・生産者のみが知りうる情報であるため対応が求められます。
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欧州における輸入企業 欧州向け輸出企業 製品材料サプライヤ1

欧州の輸入者からの依頼に基づき、
GHG排出量を報告することが求めら
れる。

製造工程が複数の段階を得る場合は、
関連するサプライヤに関連する情報
提供依頼を行う。

長期的には、更なるグリーンエネル
ギー利用等を検討する必要。

 輸出者からの情報提供依頼に基づ
き、GHG排出量算定に必要な情報
の提供を行う。

 長期的には、更なるグリーンエネル
ギー利用等を検討する必要。

欧州の輸入者（含：間接税関管理人）
は、輸入したCBAM対象品の輸入品
のGHG排出量報告を行う義務を負う。

製造工程を把握している輸出者に
GHG排出量の情報提供を求める必要
有。

2026年以降は、CBAM証書を購入す
ることにより、CBAMコストを負担。

2 3
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CBAM対象品（全体像）

鉄鉱(HS 26011200)
鉄鋼 (HS 72 – 一部品目を除く)
鋼矢板及び溶接形鋼(HS 7301)
レール、ガードレール等(HS 7302)
鋳鉄製管(HS 730300)
管及び中空の形材(ケースアイアンを除く)(HS 7304)
鉄鋼製のその他の管(HS 7305)
鉄鋼製のその他の管および中空の形状(HS 7306)
管用継手(HS 7307)
構造物及びその部分品(HS 7308)
貯蔵タンク等(HS 730900)
タンク、たる、ドラム等(HS 7310)
圧縮・液化ガス用容器(HS 731100)
ネジ、ナット及び類似品(HS7318)
その他の製品(HS 7326)

地金(HS 7601)
粉及びフレーク(HS 7603)
棒及び形材(HS 7604)
線(HS 7605)
板、シート等(HS 7606)
箔(HS 7607)
管(HS 7608)
管用継手(HS 76090000)
構造物及びその部分品(HS 7610)
貯蔵タンク等(HS 76110000)
たる、ドラム、缶等(HS 7612)
圧縮・液化ガス用容器(HS 76130000)
より線、ケーブル等(HS 7614)
その他の製品(HS 7616)

カオリンその他のカオリン系粘土(HS 25070080)
セメントクリンカー(HS 25231000)
ポートランドセメント（白色）(HS 25232100)
ポートランドセメント（その他）(HS 25232900)
アルミナセメント(HS 25233000)
その他の水硬性セメント(HS 25239000)

硝酸及び硫硝酸(別名スルホ硝酸)(HS 28080000)
無水アンモニア及びアンモニア水(HS 2814)
カリウムの硝酸塩(HS 28342100)
窒素肥料(鉱物性肥料及び化学肥料に限る)(HS 3102)
肥料成分(窒素、りん及びカリウム)のうち二以上を含有す
る肥料(HS 3105 – 一部品目を除く)

アルミニウム 鉄鋼・鉄鋼製品

セメント 肥料

水素(HS 280410000)

化学品

電気エネルギー(HS 27160000)

電気

CBAM
対象品

15
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CBAM報告書の主要情報

A. 申告者、物品＆生産情報

• 製品のCNコード（6桁のHSコード
＋2桁のEU番号）

• 輸入量(t)
• 製品の原産地
• 製造施設（名前、場所）

• （鋼材の場合）原材料の供給元製
鉄所のID番号（特定可能な場合）

B. 直接排出量

• 製造ルート
• 関連パラメータ情報
• 製品1tあたり直接含有排出量

D. 原産国で支払われた炭素価格

• 炭素価格の形態及び金額

• 炭素価格を減少させるリベート、その
他の補償

• 炭素価格、リベート、補償等の法律
根拠

C. 間接排出量

• 電力消費量
• デフォルト値か実測値か
• 排出係数
• 間接排出量

16

欧州のCBAM対象品輸入企業は、四半期ごとに輸入したCBAM対象品に関する報告書を、 各四半期の終了後1カ月
以内にEU委員会に提出する必要があります。CBAM報告書への記載が求められる主な情報は以下のとおりです。

輸入したCBAM対象品や
製造工場にかかる情報

製品の製造工程で排出された
GHG排出量

原産国で支払われた炭素価格
（あれば）

製品の製造工程で消費される
電力によるGHG排出量

内
容

具
体
例

CO2排出量 (B+C)

2024年7月末期限報告まで、大半がデフォルト値報告

2024/9/25EMB : CBAMセミナー 欧州における の最新アップデートと企業への影響
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直接排出量算定の例
CBAMのGHG排出量は、生産におけるGHG排出に関与する燃料等の投入量及び排出係数を用いて算定します。

EMB : CBAMセミナー 欧州における の最新アップデートと企業への影響

石灰石
(3t)

鉄鉱石
(15t)

粗鋼
(10t)高炉

石灰石（CaCO3）中の炭素が
CO2として排出（プロセス排出量）

燃焼によるCO2排出石炭コークス
(8t)

1. 石炭、天然ガス、燃料油などの燃料、高炉ガス、コークス
炉ガス、転炉ガスなどの廃ガスからのCO2

2. 石灰石、マグネサイト、その他の炭酸塩、炭酸鉱石、排ガ
ス浄化用材料などのプロセス材料からのCO2

3. スクラップ、合金、グラファイトなどの形で投入される炭素、
および製品またはスラグや廃棄物に残る炭素

CBAM実施規則における粗鋼製造ルート

排出量算定の例（燃料燃焼によるCO2排出）

排出量(t-CO2e)＝燃料投入量(t)×排出係数* (tCO2/t) 
＝8(t) ×3.18 (tCO2/t) 
＝25.44 (tCO2) 
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排出量算定の例（石灰石からのCO2排出）

排出量(t-CO2e)＝石灰石投入量(t)×排出係数* (tCO2/t) 
＝3 (t) × 0.44(tCO2/t) 
＝1.32 (tCO2) 

粗鋼1tあたり
の排出量

2.676 (tCO2/t) 
＝2.544 (tCO2/t) ＝0.132 (tCO2/t) 

*日本の温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数を適用

製造工程一例
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電力消費排出量（間接排出量）の計算の例

18

間接排出量の計算方法
間接排出量の算定方法は、①工場における年間電気消費量に、②CO2排出係数を乗じて計算されます。 ②CO2排出
係数は、CBAM移行レジストリに国別掲載されている国際エネルギー機関（IEA）データのほか、各国が公表する係数等
を利用することができます。

間接排出量
(t-CO2) = 電気消費量

（MWh /TJ） ×
電気排出量係数

（t CO2/MWh または t CO2/TJ）

• 移行期間中のCO2 排出係数は
国際エネルギー機関 (IEA) の５
年平均データに基づくもの

• CBAM Transitional Registryに
国別に掲載

製品の製造工程で関与す
る設備単位の電気消費量

2024/9/25EMB : CBAMセミナー 欧州における の最新アップデートと企業への影響
18
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EUの輸入者 日本の輸出者・サプライヤ UKの企業

CBAMに影響を受ける企業の現状

19

2023年10月のCBAM移行期間開始から約1年が経過しようとする中、CBAM対象品の取り扱いがある企業の多くが、
何らかの対応に着手しており、さらに本格実施以降の対応に向けた検討を開始しておられると理解。

2024/9/25EMBセミナー:欧州におけるCBAMの最新アップデートと企業への影響

規模の小さいネジ、ナット類により影
響を受けている企業も多く、影響額に
対する工数・対応コストの多さに苦慮
している状況

EUテンプレートは非常に必要情報量
が多く、EU企業においても計算値の

算定に必要なのデータを取得対応に
苦慮

多くのEU企業が外部アドバイザーも

しくは自社で作成したシンプル化した
情報収集テンプレートを使用している
状況

UK CBAMへの対応

まだ制度内容は未確定ではあるもの
の、EU CBAMと様々な面で違いが
あることに懸念あり

EU CBAMへの対応

サプライヤーにおいて、法的な情報
提供義務がない、また、制度への理
解が不足していることから、情報の収
集や提供に苦慮

欧州の複数の輸入者から排出量の
情報提供依頼を受け、2024年夏ころ

から排出量の算定に取り組む企業が
増加

CBAM規則の排出量の算定はもとよ

り、報告すべき情報に関し、十分な説
明がない場合も多く、対応に苦慮

異なる複数の排出量に関する報告
フォーマットへの対応が求められてい
る状況
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排出量の算出方法にかかるオプションと選択

21

2024年10月31日期限の第4回目CBAM報告目以降は、CBAM規則に従って算定されたGHG排出量の報告が必須。
CBAM要件に適切に対応するため、GHG排出量算定のためのサプライヤ向け情報提供を開始する必要があります。

21

移行期間開始
2023/10/1

2024/9/25EMBセミナー:欧州におけるCBAMの最新アップデートと企業への影響

3回目報告期限
2024/7/31 2024/12/31

CBAM方式

デフォルト値の無制限利用を
含むその他の方法

本格実施開始
2026/1/1 

炭素価格
負担開始

4回目CBAM報告以降、
デフォルト値利用は20％以下に制限

デフォルト値の利用は20%まで

排出量データの範囲や正確性が
CBAM方式と類似する方法

デフォルト値の利用は20%まで

4回目報告期限
2024/10/31
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CBAM対応の課題

22

CBAM対応を開始している企業は、制度やGHG排出量算定方法の理解をはじめ、さまざまな課題に直面しています。
課題の解決には、欧州委員会のみならず、関係各国関連情報の透明性向上や指針策定も期待されます。

2024/9/25EMBセミナー:欧州におけるCBAMの最新アップデートと企業への影響

複数企業の協力が必須 情報の秘匿性対応 混在する報告テンプレート

鉄材 板材 製品

 川下製品は、通常、複数の工場での製
造工程を経て製造されるため、貿易品
のGHG排出量算定を行うためには複
数企業の協力が必須

 貿易品1トン当たりのGHG算定におい

ては、製造プロセスや生産量等の情報
開示が必要

 CBAMの排出量算定プロセスにおいて

は、情報の秘匿性にどのように対処す
るか検討が必要

 輸出者・サプライヤへの排出量算定報
告テンプレートには、大別して①欧州
委員会が公表するもの、②自社で作成
したものに分かれる

 ①欧州委員会が公表するテンプレート
が複雑であるゆえに、②自社にて独自
のテンプレートを活用する例も多い

 結果、輸出国側では、複数の異なるテ
ンプレートを使った情報提供が対応が
求められるケースも発生
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欧州当局によるCBAMに関するQ＆A

23

欧州委員会は、報告義務を負う企業は「最大限の努力をすべき」というスタンスを固持しています。関連サプライヤから
情報開示がされず実測値の報告ができない場合、CBAM報告は不正確または不完全とみなされる可能性があります。

2024/9/25EMBセミナー:欧州におけるCBAMの最新アップデートと企業への影響

CBAM対応Q&A 問74

• 7月16日及び8月8日に一部の移行期間やデフォルト値に関
するQ&Aに更新

• サプライヤが必要情報を提供しない場合の対応に関して、
以下の点を回答、ペナルティの賦課は３点目を考慮して検
討される

1. 報告義務者は情報回収に向けて必要な最大限の努
力をすべき

2. デフォルト値の制限を無視した報告は不正確・不完全
（incorrect/incomplete）な報告とみなされる

3. それでも情報が得られない場合は、コメント欄を活用し
て、合理的な努力をした旨を証明する必要がある

ペナルティ

実施規則 Article 16

• 罰則が適用されるケースは

(a) 報告申告者がCBAM 報告書の提出義務を遵守するために
必要な措置を講じていない場合

(b) CBAM報告書が不正確または不完全であり、報告申告者が
CBAM 報告書を訂正するために必要な措置を講じていない
場合

• 罰則額は、未報告排出量1 トンあたり10-50 ユーロ
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脱炭素への取り組み
• 脱炭素への取り組みは、企業の持続可能性や企業

価値評価のひとつとなりつつある。

• CBAMを通じて、 GHG排出量の可視化を図り、グリ

ーン成長戦略に積極的に取り組むことで、企業価値
創出及び成長のカギとなる可能性。

貿易コスト管理
• 2026年のCBAM本格実施以降、炭素排出量に応じ

た課税（カーボンプライシング）が開始される見込み。

• CBAM対応に伴い、事前に貿易にかかるコストの

可視化を図ることで、カーボンプライシング導入後の
貿易コストを適切に管理することができる。

競争優位性
• CBAM導入及びEUETSの無償枠削減撤廃によりコ

ストバランスがとられる予定であるものの、長期的な
コストへのインパクト試算は必須。

• サプライチェーンにおけるカーボンフットプリントの

可視化は、脱炭素に着目する欧州市場における競争
優位性をもたらす可能性。

コンプライアンス
• 貿易における法令違反は、サプライチェーンが多様化

する昨今では、企業の大きなリスク。

• CBAMはEU委員会管理のもと、各国CBAM当局及び

税関当局が関与する大きな政策であり、適切に対応
していくことは企業の社会的責任。

CBAM対応

CBAM対応の意義

25
2024/9/25EMBセミナー:欧州におけるCBAMの最新アップデートと企業への影響
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PwCのCBAM関連支援

26

PwCは、企業のCBAM対応に向けて、情報回収からデータ管理まで一気通貫した支援から個別ニーズに応じたアドホッ
ク対応まで、フレキシブルに対応します。

2024/9/25EMBセミナー:欧州におけるCBAMの最新アップデートと企業への影響

GHG排出量
とりまとめ

26

0．初期対応 2．運用基盤構築 3．運用支援

担当部署の明確化

サプライヤー
コミュニケーション

体制構築

フェーズ 1．対応検討・運用準備

SOP等、関係
国のプロセス
の明瞭化

ガバナンス体制の基礎設計
（グループ全体の方針・規定等

の策定）

サプライチェーン全体でのカーボンフットプリント可視化に向けた活動支援

情報提供依頼

運用支援
• データモニタリング
• 2026本格実施に向

けた運用体制見直

プロセス確立

動向調査

ESG戦略

CBAM報告に
必要な情報の洗い出し

必要情報に関する
サプライヤーへの説明

CBAM
インパクト試算 カーボンプライシングを踏まえた

サプライチェーン戦略検討

認定検証者による
CBAM報告用GHG排

出量の認定

CBAM対象品
の洗い出し

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ

独自フォーマット

書類データ管理体制

テクノロジーの活用検討

• 各種研修実施
• 新しい体制＆プ

ロセスに基づい
た運用定着化

• 課題洗い出し

and/or

調達戦略方針
の検討

未回収GHG排
出量への対応

検討
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Q&A

2024/9/25EMB : CBAMセミナー 欧州における の最新アップデートと企業への影響
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